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（3） 投資その他の資産

1

2

3

4

5

6

10

187,092,475,321

17,830,853,869

18,345,353,346

13,974,988

役員退職慰労引当金 52,726,812

ソフトウェア仮勘定

土 地

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品

馬 ひ つ 1,174,780,739

建 設 仮 勘 定

差引正味財産 1,120,110,559,081

リ ー ス 資 産 6,141,259,882

154,375,174

15,291,350,498

未 払 税 金

1,428,774,155

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

（ 負 債 合 計 ） 115,400,148,839

前 払 費 用 973,359,246

1,536,037,315契 約 負 債

498,582,557

Ⅱ 固 定 負 債

29,682,779,559

33,165,161,400

28,067,180,121

14,690,500

136,003,817,421

リ ー ス 債 務 5,030,563,967

735,947,340

（ 資 産 合 計 ） 1,235,510,707,920

敷 金 4,035,210,103

8,492,576,426

38,948,910,096

馬 場 施 設

17,084,673,240

借 地 権 10,677,529,904

建 設 協 力 金 1,500,000,000

投 資 有 価 証 券 86,562,088,791

関 係 会 社 株 式

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 の 資 産

長 期 性 預 金 86,000,000,000

46,159,194,759

502,600,001

51,638,269

財 産 目 録 （ 一 般 勘 定 ）

摘　　　　　　　　要 金　　　　額 摘　　　　　　　要

2025年12月31日

機 械 ･ 装 置 7,635,206,097

賞 与 引 当 金

前 受 収 益

有 形 固 定 資 産 628,441,811,988

建 物 311,339,873,823

11

10

12 その他の流動負債

金　　　　額

未 払 金

貯 蔵 品 828,207,658 36,624,377,640

払 戻 金 等 未 払 金

16,936,707,729

国庫納付金未払金

有 価 証 券 234,700,000,000

4,894,515,590

リ ー ス 債 務 1,724,825,441

Ⅰ 流 動 資 産 373,817,225,852 Ⅰ 流 動 負 債 82,234,987,439

現 金 ･ 預 金 125,529,532,386

未 払 費 用

その他の流動資産 532,329,911

預 り 金

前 受 金

育 成 馬 696,634,558

未 収 金 10,557,162,093

車 両 ･ 運 搬 具

Ⅱ 固 定 資 産 861,693,482,068

構 築 物 79,185,747,945

571,600,119

2,322,501,450
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現在

一般勘定

円 円

Ⅰ Ⅰ

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8

9

Ⅱ Ⅱ

（１） 1

1 2

2 3

3 4

4

5

6

7 Ⅰ

8

9 (1)

1

（2） (2)

1 1

2

3 (3)

4 1

2

（3） 3

1

2 Ⅱ

3

4 1

5

6

利 益 剰 余 金

571,600,119

13,974,988

1,113,982,641,341

4,924,129,000

6,075,658,643

136,003,817,421

29,682,779,559

38,948,910,096

498,582,557

1,124,982,428,984

資 本 金

115,400,148,839（ 負 債 合 計 ）

14,690,500

52,726,812

5,030,563,967

10

15,291,350,498

資 本 剰 余 金

4,924,129,000

6,075,658,643

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 ･ 装 置

資 本

車 両 ･ 運 搬 具

馬 ひ つ 1,174,780,739

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品

リ ー ス 資 産 6,141,259,882

7,635,206,097

861,693,482,068

735,947,340

33,165,161,400

28,067,180,121

育 成 馬

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

前 払 費 用

特 別 修 繕 引 当 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

532,329,911

696,634,558

10,557,162,093

973,359,246

12 そ の 他 の 流 動 負 債

154,375,174

払 戻 金 等 未 払 金

628,441,811,988

未 払 費 用

前 受 収 益

前 受 金

79,185,747,945

預 り 金

311,339,873,823

契 約 負 債

賞 与 引 当 金11

10

リ ー ス 債 務

役員退職慰労引当金

1,536,037,315

1,428,774,155

2,322,501,450未 払 税 金

リ ー ス 債 務 1,724,825,441

373,817,225,852 82,234,987,439流 動 負 債流 動 資 産

828,207,658

現 金 ･ 預 金 125,529,532,386

有 価 証 券

内　　　　　　　　訳 内　　　　　　　　訳 金　　　　額

未 払 金 16,936,707,729

貯 蔵 品

234,700,000,000

36,624,377,640国 庫 納 付 金 未 払 金

△ 4,871,869,903

評 価 ・ 換 算 差 額 等

金　　　　額

貸 借 対 照 表 （ 一 般 勘 定 ）

資　　　産　　　の　　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

2025年12月31日

4,894,515,590

損 失 て ん 補 準 備 金

17,830,853,869

10,677,529,904

46,159,194,759無 形 固 定 資 産

借 地 権

土 地

馬 場 施 設

ソ フ ト ウ ェ ア 18,345,353,346

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 17,084,673,240 200,000,000

資 本 剰 余 金

電 話 加 入 権 51,638,269

1,049,661,232,649

そ の 他 の 資 産 8,492,576,426

負　債　･　純資産　合　計

政 府 出 資 金

（ 純 資 産 合 計 ）

建 設 仮 勘 定

1,235,510,707,920

1,120,110,559,081

評価差額金

64,121,408,692

建 設 協 力 金 1,500,000,000

関 係 会 社 株 式 502,600,001

187,092,475,321

資　　産　　合　　計 1,235,510,707,920

△ 4,871,869,903

長 期 性 預 金 86,000,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金

特 別 積 立 金

投 資 有 価 証 券 86,562,088,791

投資その他の資産

敷 金 4,035,210,103

その他有価証券
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から まで

一般勘定

円 円

Ⅰ

1

2 3,538,409,341,488

Ⅱ

1

2

3

4

5 3,474,291,718,160

64,117,623,328

Ⅰ

1

2 6,186,670,488

Ⅱ

1 7,057,381

70,297,236,435

Ⅰ

1 163,159,641

Ⅱ
1 6,338,987,384

64,121,408,692当 期 純 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 等 6,338,987,384

147,897,021,122

利 息 収 入 1,988,847,294

施設貸付料等諸収入 4,197,823,194

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

損 益 計 算 書 （ 一 般 勘 定 ）

事 業 費 用

勝馬投票券諸支払金 2,667,330,544,105

国 庫 納 付 金

事 業 損 益 の 部

事 業 収 益

3,518,451,143,094

摘　　　　　　　　　　　　　　　　要

2025年12月31日2025年１月１日

351,784,445,320

金　　　　　　額
内　　　　　　　　訳 金　　　　額

事 業 収 入 19,958,198,394

勝 馬 投 票 券 収 入

競 走 事 業 費 148,530,574,220

事 業 利 益

業 務 管 理 費

事 業 外 損 益 の 部

158,749,133,393

事 業 外 費 用

雑 損 失 7,057,381

固 定 資 産 処 分 益 等 163,159,641

事 業 外 収 益

競 馬 事 業 費
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​注記表（一般勘定）​

​　本会の財務諸表等は、競馬法（昭和23年7月13日法律第158号）、日本中央競馬会法（昭​

​和29年7月1日法律第205号）及び日本中央競馬会の会計に関する規約（平成19年8月31日規​

​約第3号）に基づいて作成している。​

​（重要な会計方針）​

​１．資産の評価基準及び評価方法​

​（１）有価証券の評価基準及び評価方法​

​　　満期保有目的の債券​

​　　　償却原価法（定額法）によっている。​

​　　関係会社株式​

​　　　移動平均法に基づく原価法によっている。​

​　　その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの）​

​　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は全部純資産​

​　　直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定）​

​（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法​

​　　貯蔵品​

​　　　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっている。​

​　　育成馬​

​　　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっている。​

​２．固定資産の減価償却の方法​

​（１）有形固定資産（リース資産を除く）​

​　　　平成19年12月31日以前に取得した資産については法人税法施行令に定められた旧定​

​　　額法（建物附属設備及び機械・装置については旧定率法）、平成20年1月1日から平成​

​　　28年3月31日までに取得した資産については法人税法施行令に定められた定額法（建​

​　　物附属設備及び機械・装置については定率法）、平成28年4月1日以降に取得した資産​

​　　については法人税法施行令に定められた定額法（機械・装置については定率法）によ​

​　　り償却している。​

​　　　耐用年数等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定める基準に　​

​　　従っている。ただし、当該基準によりがたいものについては、日本中央競馬会の会計​

​　　に関する規約の定めによっている。​

​　　　また、馬場施設の部分的取替えに要する費用については、取替えた時の費用として​

​　　処理している。​

​（２）無形固定資産​

​　　　定額法により償却している。​

​　　　なお、本会利用のソフトウェアについては、本会における利用可能期間（5年）　​

​　　に基づく定額法によっている。​
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​（３）リース資産​

​　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年​

​　　数とし、残存価額を零とする定額法により償却している。​

​３．引当金の計上基準​

​（１）貸倒引当金​

​　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸​

​　　倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計​

​　　上している。​

​（２）賞与引当金​

​　　　翌事業年度の役職員等の特別手当の支給に充てるため、当事業年度の支給額を基礎​

​　　とした見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上している。​

​（３）退職給付引当金​

​　　　職員等の将来の退職給付に備えるため、当事業年度末日における退職給付債務及び​

​　　年金資産の見込額等に基づき計上している。​

​　　　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）​

​　　による定額法により費用処理している。​

​　　　数理計算上の差異は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15​

​　　年）による定額法により、それぞれ発生時の翌事業年度から費用処理している。​

​　　​

​（４）役員退職慰労引当金​

​　　　役員に対する退職慰労金支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上して​

​　　いる。​

​（５）特別修繕引当金​

​　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処​

​　　理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見​

​　　積額を計上している。​

​４．収益及び費用の計上基準​

​　　本会の主要な事業（競馬開催事業）については、勝馬投票券を購入した者が競走施行​

​　により勝馬が決定した後に払戻金等の交付を受けることが可能となることで履行義務が​

​　充足されると判断しており、勝馬投票券収入は施行する競走の勝馬確定の時点で収益を​

​　認識している。​

​（収益認識に関する注記）​

​　「重要な会計方針」の「４．収益及び費用の計上基準」記載のとおり。​

​（会計上の見積りに関する注記）​

​１．退職給付引当金​

​（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額​

​　　　28,067百万円​
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​（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報​

​　　①当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法​

​　　　当事業年度末における退職給付債務から年金資産を控除して算出している。​

​　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ​

​　　せる方法については、期間定額基準によっている。​

​　　②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定​

​　　　退職給付債務の計算において使用する割引率は、安全性の高い債券の利回りを基礎​

​　　として決定しており、年金資産の長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金資​

​　　産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期収益​

​　　率を考慮して決定している。​

​　　③翌事業年度の財務諸表に与える影響​

​　　　会計上の見積りは、過去の実績や他の合理的と考えられる方法により行っている　​

​　　が、当該見積りには不確実性があるため、実際の結果が見積りと異なった場合、翌事​

​　　業年度の財務諸表において、退職給付引当金の金額に重要な影響を与える可能性があ​

​　　る。​

​（貸借対照表に関する注記）​

​１．有形固定資産の減価償却累計額​

​　　879,574百万円（うち減損損失累計額2,845百万円）​

​２．関係会社に対する金銭債権・債務​

​　　短期金銭債権      　　　        63百万円​

​　　短期金銭債務       　　　 　 4,215百万円​

​３．金融商品の時価等に関する事項​

​（１）金融商品の状況に関する事項​

​本​​会​​の​​資​​金​​運​​用​​に​​つ​​い​​て​​は、​​日​​本​​中​​央​​競​​馬​​会​​法​​に​​定​​め​​ら​​れ​​て​​お​​り、​​金​​融​​機​​関​​へ​​の​​預​

​　　金、国債その他農林水産省令で定める有価証券の保有に限定して運用している。な　​

​　　お、上場株式は保有していない。​

​（２）金融商品の時価等に関する事項​

​　　　2025年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、　​

​　　次のとおりである。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれていない。　​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）​

​貸借対照表計上額​ ​時価​ ​差額​

（1）有価証券・投資有価証券​

満　　①満期保有目的の債券​

　　②その他有価証券​

​　　　　　　　109,762​

​　　　　　　 　86,313​

​　　　　　　 　23,448​

​　103,659​

​　 80,211​

​　 23,448​

​△6,102​

​△6,102​

​-​

（2）長期性預金​ ​　　　　　　　​​86,000​ ​　​​69,318​ ​△16,681​

-7-



​【注１】金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項​

​（１）有価証券及び投資有価証券​

​　　　時価について、債券は取引所の価格によっている。​

​（２）長期性預金​

​　　　将来キャッシュ・フローを見積もり、満期までの残年数に対応した国債利率を割引​

​　　率として用いて割引現在価値法により算定した。（なお、取引相手から提供された時​

​　　価評価額は内包されるデリバティブ部分のみであり、算定には用いていない。）​

​　　　なお、「現金及び預金」、「国庫納付金未払金」及び「有価証券」のうち譲渡性預​

​　　金については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ​

​　　ることから、注記を省略している。​

​【注２】市場価格のない株式等は、「（１）有価証券及び投資有価証券」には含まれてい​

​　　　ない。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおり。​

​　　　　関係会社株式　502百万円​

​【注３】金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）​

​貸借対照表計上額​ ​1年以内​ ​1年超​

​10年以内​

​10年超​

​①譲渡性預金​

​②満期保有目的の債券​

​③その他有価証券​

​④長期性預金​

​　　　　211,500​

​86,313​

​23,448​

​86,000​

​211,500​

​23,200​

​-​

​-​

​-​

​50,993​

​5,160​

​10,000​

​-​

​12,120​

​18,287​

​76,000​

​（損益計算書に関する注記）​

​１．関係会社との取引高​

​　　関係会社に対する事業費用額　　　　　　　　　 44,177百万円​

​　　関係会社との事業損益以外の取引額　　　　　  　1,203百万円​

​２．減損会計の適用​

​（１）当期に減損損失を計上した資産​

​用途​ ​種類​ ​場所​ ​減損損失額​

​遊休資産​ ​建物等​ ​ウインズ等​ ​4,266百万円​

​　　　​​競馬事業という単一事業を行っている特殊性から、すべての資産が一体となって　​

​　　キャッシュ・フローを生成しているため、全体を一つの資産グループとしている。​

​　　　ただし、そのうち遊休状態となっている資産及び営業活動を終了し代替的な投資を​

​　　予定されていない資産は、独立した個別の資産グループとして取り扱っている。​

​（２）減損損失の認識に至った経緯​

​　　　遊休状態となっている資産及び営業活動を終了し代替的な投資を予定されていない　​

​　　資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計上している。​
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​（３）回収可能価額の算定方法​

​　　土地・建物​

​　　　固定資産税評価額等に基づき算定した正味売却価額等をもって、回収可能価額とし​

​　　　ている。​

​　　その他の資産​

​　　　回収可能性が認められないため、備忘価額としている。​

-9-



現在
特別振興資金勘定

円 円

Ⅰ Ⅰ

1 1

2 2

3 3

4

5

Ⅱ

（１）

1

2

3

4

5

6

（2）

1

2

（3）

1

300,412,483

流 動 資 産 91,222,143,779

27,477

流 動 負 債

298,122,046未 払 金

300,412,483

払戻金上乗せ未払金 2,262,960

現 金 ･ 預 金

預 り 金

（ 負 債 合 計 ）

73,126,590,176

有 価 証 券 18,000,000,000

金　　　　額摘　　　　　　要

財 産 目 録 （ 特 別 振 興 資 金 勘 定 ）

摘　　　　　　要 金　　　　額

2025年12月31日

40,287,205,332固 定 資 産

前 払 費 用

未 収 金 6,832,385

61,203,848

27,517,370その他の流動資産

（ 資 産 合 計 ） 131,509,349,111

無 形 固 定 資 産 231,005,927

借 地 権 162,778,654

68,227,273ソ フ ト ウ ェ ア

敷 金 82,268,800

82,268,800投資その他の資産

131,208,936,628

建 設 仮 勘 定 7,058,688,880

土 地 4,714,548,167

差 引 正 味 財 産有 形 固 定 資 産 39,973,930,605

構 築 物 7,576,415,648

建 物

工具･器具･備品 711,118,307

機 械 ･ 装 置 61,029,521

19,852,130,082
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現在
特別振興資金勘定

円 円

Ⅰ Ⅰ

1 1

2 2

3 3

4

5

Ⅱ

（１）

1

2 Ⅰ

3

4 1

5

6

（2）

1

2

3 ソフトウェア仮勘定 0

（3）

1

から まで

特別振興資金勘定

円 円

Ⅰ

1

Ⅱ

1

2

3

4

Ⅲ

未 収 金 6,832,385

ソ フ ト ウ ェ ア 68,227,273

機 械 ･ 装 置

構 築 物 7,576,415,648

711,118,307工具･器具･備品

払 戻 金 上 乗 せ 費

2025年１月１日

競 馬 振 興 事 業 費

5,503,504,073

8,213,325,975

131,208,936,628

有 形 固 定 資 産 39,973,930,605

土 地 4,714,548,167

131,208,936,628

131,208,936,628繰 入 金

（ 純 資 産 合 計 ）建 設 仮 勘 定 7,058,688,880

19,852,130,082

特別振興資金

借 地 権 162,778,654

流 動 負 債 300,412,483

払戻金上乗せ未払金 2,262,960

流 動 資 産 91,222,143,779

現 金 ･ 預 金

有 価 証 券

未 払 金 298,122,046

18,000,000,000

内　　　　　　訳 金　　　　額 内　　　　　　訳

2025年12月31日

貸 借 対 照 表 （ 特 別 振 興 資 金 勘 定 ）

資　　産　　の　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

金　　　　額

預 り 金 27,477

73,126,590,176

その他の流動資産 27,517,370

前 払 費 用 61,203,848

畜 産 振 興 事 業 費 4,793,838,317

事 業 費 用

特 別 振 興 事 業 収 入

投資その他の資産 82,268,800

負 債 ･ 純 資 産 合 計

敷 金 82,268,800

1,363,586,774

131,509,349,111

損 益 計 算 書 （ 特 別 振 興 資 金 勘 定 ）
2025年12月31日

摘　　　　　　　　　　　　　　要

金　　　　　　額

23,514,671,611特別振興資金減少額

24,878,258,385競馬法に定める地全協への交付金

6,367,590,020

内　　　　　　　　訳

1,363,586,774

事 業 収 益

金　　　　　　　　額

61,029,521

建 物

資　　産　　合　　計 131,509,349,111

300,412,483固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 231,005,927

（ 負 債 合 計 ）40,287,205,332
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2025年1月1日残高

事業年度中の変動額

一般勘定からの繰入

特別振興資金減少額△

事業年度中の変動額合計

2025年12月31日残高

32,273,539,718

131,208,936,628

8,758,868,107

△ 23,514,671,611

32,273,539,718

△ 23,514,671,611

8,758,868,107

131,208,936,628

資本等変動計算書（特別振興資金勘定）

122,450,068,521

2025年１月１日から2025年12月31日まで

122,450,068,521

純 資 産 合 計
特別振興資金

繰 入 金

（単位：円）
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​注記表（特別振興資金勘定）​

​　本会の財務諸表等は、競馬法（昭和23年7月13日法律第158号）、日本中央競馬会法（昭​

​和29年7月1日法律第205号）及び日本中央競馬会の会計に関する規約（平成19年8月31日規​

​約第3号）に基づいて作成している。​

​（重要な会計方針）　​

​１．資産の評価基準及び評価方法​

​（１）有価証券の評価基準及び評価方法​

​　　その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの）​

​事業年度末日の市場価格等に基づく時価法によっている。​

​２．固定資産の減価償却の方法​

​（１）有形固定資産​

​平成19年12月31日以前に取得した資産については法人税法施行令に定められた旧定​

​額法（建物附属設備及び機械・装置については旧定率法）、平成20年1月1日から平成​

​28年3月31日に取得した資産については法人税法施行令に定められた定額法（建物附​

​属設備及び機械・装置については定率法）、平成28年4月1日以降に取得した資産につ​

​いては法人税法施行令に定められた定額法（機械・装置については定率法）により償​

​却している。​

​耐用年数等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定める基準に​

​従っている。ただし、当該基準によりがたいものについては、日本中央競馬会の会計​

​に関する規約の定めによっている。​

​（２）無形固定資産​

​　　　定額法により償却している。​

​なお、本会利用のソフトウェアについては、本会における利用可能期間（5年）に​

​基づく定額法によっている。​

​３．収益及び費用の計上基準​

​　　特別振興資金勘定における主な収益は、競馬振興事業及び畜産振興事業に対する助成​

​金の返還であり、返還金を収納した時点で収益を認識している。​

​（収益認識に関する注記）​

​　「重要な会計方針」の「３．収益及び費用の計上基準」記載のとおり。​

​（会計上の見積りに関する注記）​

​　　該当事項はない。​
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​（貸借対照表に関する注記）​

​１．有形固定資産の減価償却累計額​

​14,858百万円​

​　　​

​２．金融商品の時価等に関する事項​

​（１）金融商品の状況に関する事項​

​　​​　​ ​本​​会​​の​​資​​金​​運​​用​​に​​あ​​たっ​​て​​は、​​日​​本​​中​​央​​競​​馬​​会​​法​​に​​定​​め​​ら​​れ​​て​​お​​り、​​金​​融​​機​​関​​へ​​の​

​預金、国債その他農林水産省令で定める有価証券に限定して運用している。なお、上​

​場株式は保有していない。​

​（２）金融商品の時価等に関する事項​

​2025年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、​

​「現金及び預金」、「有価証券（譲渡性預金）」及び「未払金」は現金及び短期間で​

​決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略してい​

​る。​

​（損益計算書に関する注記）​

​１．関係会社との取引高​

​　　関係会社に対する事業費用額　　　　　　　　　32百万円​
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